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 事務所通信 
 

 

ニュースから考える  

  

 少子高齢化という言葉を「ふ～～ん」とわかったよう

な、わからないようような気持ちで聞いていると思い

ます。これをデータにすると衝撃的です。 

過去、現在、未来の年齢分布をご覧下さい。 

 

【わが国の年齢分布】 総務省資料（20170504）を加工 

世代 15歳未満 15～64歳 65歳以上 

1965年（過去） 25.6％ 68.1％ 6.3％ 

2017年（現在） 12.4％ 60.1％ 27.5％ 

2060年（未来） 9.1％ 50.9％ 40％ 

 

今からおおよそ 40年後には子供が 10％以下・・

老人（６５歳以上）が 40％を占める社会となるのです。 

ちなみに各国の子供の割合（2017年 国連人口

統計年鑑）は今爆

発的に経済が拡大

している中国では

16.6％と一人っ子

政策の影響で低迷、

アメリカは 19％と未

来も安泰、インドは

30.8％で将来インド

の時代が来そうです・・。 

 

 

1分でわかる業務カイゼン 

「働き方改革」をご存知ですか？ 

少子高齢化で未来の日本が大変な事はご理解頂

けたと思います。メ

ディア等で批判を

浴びながらも少子

化対策を政府は進

めています。 

一方、企業に対

する社会保障費負担増の圧力、労働力として主婦

や高齢者などの活用が不可欠となります。そこで、

「一億総活躍社会」や「働き方改革」など政府は昨年

から法整備を行っておりますが、今月は「働き方改

革」について考えて見ましょう。 

 

労働力不足への対応 

 労働力を増やすためには①「出生率を上げて将来

の働き手を増やす」、②「主婦や高齢者などの労働

人口を増やす」、そしてもう一つ③「労働生産性を上

げる」と 3つの方法が考えられます。そこで国は次の

項目についての実行を企業に求めています。 

1. 同一労働、同一賃金など非正規社員への対応 
2. 賃金引き上げと労働生産性の向上 
3. 時間外労働の規制による長時間労働の是正 
4. テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方 
5. 社会保障制度、税制改正など女性、若者が活躍しや
すくするための環境整備 

6. 病気の治療、子育て、介護と仕事の両立 
7. 転職・再雇用支援、人材育成や教育 
8. 高齢者の就業促進 
9. 外国人の受け入れ 
 

 今でさえ大変なのに、消費税増税、最低賃金の引

き上げ、パート社員の社会保険加入など企業を取り

巻く環境は、いばらの道です。しかし、これらの政策

は最初にお話ししたようにわが国の未来のために必

要なものなのです。 

 

企業の生き残り策 

 今回の「働き方改革」では「労働生産性の向上」が

大きなカギを握っています。働きアリと思われている

日本ですが労働生産性は主要7カ国中最下位（ＯＥ

インドの列車 
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ＣＤ加盟国35カ国中22位）と実は「生産性が高くな

い」という意外な事実があります。 

 今回の改革で「同一労働同一賃金」をうたっていま

すが裏を返すと「働かない社員の給与を減らし時短

社員に配りなさい」、長時間労働の是正は「残業をさ

せないで賃金を減らせ」とも読み取れます。 

 改革により、社会保険の加入資格を週 20時間とし

一般社員の半分の労働時間でも加入が義務付け

（500人超の企業）られます。また、通算 5年超の労

働者は無期雇用化されます。これらは非正規社員の

優遇という事ではなく、正規社員には「頑張らないと

必要ないと企業に判断されますよ」との警告とも考え

られます。 

つまり、国は無駄な長時間労働の削減、主婦や高齢

者など時短社員の増加を目指しているのです。 

 時短社員は 1社専属ではなく

複数社で働く事になるでしょうし、

残業代のかからない時短社員は

企業にとって重宝な存在です。

つまり、「残業＝無能な社員」、

「定時帰宅＝優秀な社員」、「時

短社員＝高賃金社員」の時代が来そうな予感がしま

す・・・。 

 私たち中小企業にとって本当に大変なのは、今ま

で以上に人材確保が困難になるという事です。あの

会社には「明るい未来がありそうだから勤めたいな～」

と思われる会社しか生き残れない時代が来そうです。

 

会社の健康診断として経営分析を行っていますので担当者にお尋ね下さい。また、お

知り合いの経営者でお悩みの方がおられましたらお気軽にご相談ください。 

 

今月の経営のヒント ：自社の評判は良いと思いますか、悪いと思いますか？ 

   

今月のことば 

 

生産性とは機械や道具や手法の問題ではなく、姿勢の問

題である。 

換言するならば、生産性を決定するものは、働く人たち

の動機である。 
    （ピーター・ドラッカー） 

編集後記： 

 今月は「ホラー映画」のような怖い話で申し訳ありません。国の政策が悪いと思われる方もおられるでしょう

が・・ とある中学校の校長先生が女性に「子供を産んで下さい」と発言したところ非難され辞職に追い込まれ

る時代です。外国人を積極的に受け入れているフランスやアメリカの子供の割合が高くなっていますがニュ

ース等で治安の悪化が伝わります。少子化対策のために外国人を受け入れるか、国内の労働生産性を上げ

るか・・いずれかの選択をしなければなりません。（寿） 

 

当事務所のお客様の最近の黒字決算割合（ＴＫＣが証明するデータを使用しています） 

最近1年間：80.0％  
（国税局の発表によると法人の黒字割合は32.1％（27年4月～28年3月）です） 

 

事務所からのお知らせ 


